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『発達障害の人の雇用と合理的配慮がわかる本』

（2020.5.30第１刷発行）

補遺
　本書において、障害のある人の雇用に関する記述に関し、障害者雇用促進
法からの観点が不足していたため、以下の通り補遺を作成いたしました。読
者のみなさまにおかれましては、本書のご利用にあたり、合わせてご参照く
ださいますよう、お願い申し上げます。

第１章　障害者雇用と発達障害のある人の採用
p.4（13 行目に追補）
　「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下、障害者雇用促進法）
に基づき、従業員が一定数以上の規模の事業主は、従業員に占める身
体障害者・知的障害者・精神障害者の割合を「法定雇用率」以上にす
る義務があります（43条第１項）。2013年の法改正で差別の禁止と合
理的配慮提供義務が導入され、雇用の場面での差別の禁止が定められ、
企業は障害のある人に対し、合理的配慮を提供する法的義務がありま
す。障害者雇用促進法による差別禁止・合理的配慮の対象となる障害
者とは、「身体障害、知的障害又は精神障害（発達障害を含む）その他
の心身の機能の障害があるため、長期にわたり、職業生活に相当の制
限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者」となっていま
す。障害者手帳の取得者に限定されません。
p.25（最終行の下）に追補
合理的配慮と過重な負担
　このように発達障害のある人の特性、それに見合う配慮、整えるべ
き周辺環境について挙げてみましたが、雇用する側としてはどこまで
要望に応えていけばよいのでしょうか？ 障害者雇用促進法36条の２
～４には、労働者の募集および採用、就労時における必要な措置を講じ
る義務、合理的配慮の提供義務について明記されています。それと合
わせて措置を講じるに当たって、それらが事業者にとって「過重な負
担」にならないようにすることも明記されています。
　同法36条の５第１項に基づいて厚生労働大臣が定めた「合理的配慮
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指針」には、「過剰な負担」の考慮要素が述べられています。項目とし
ては、「事業活動への影響の程度」、「実現困難度」、「費用・負担の程度」、
「企業の規模」、「企業の財務状況」、「公的支援の有無」の６つがあり
ます。障害のある人に講じる合理的配慮は、個別性が高く個々の置か
れた状況が異なるため、臨機応変に対応しなければなりません。その
ため、詳細な基準が設けられているわけではなく、これら考慮要素を
総合的に勘案して、個別に判断することになります。

第２章　発達障害の特性と合理的配慮
p.32（1 行目～ 16 行目）を以下に差し替え
　「障害者雇用促進法」は障害のある人の雇用を促進するための法律
です。2013年の法改正により、雇用分野での差別禁止原則と合理的配
慮の提供義務が導入されました。これにより、募集・採用時について
は応募者である障害のある人から合理的配慮の必要の申出を受けた場
合に、また採用後については労働者である障害のある人が職場におい
て支障となっている事情を確認した場合に、事業主の規模・業種に関
わりなく、すべての事業主に対して配慮の提供が求められます。
　この法律の対象となる合理的配慮が必要な障害のある人には、いわ
ゆる三障害（身体障害、知的障害、精神障害［発達障害を含む］）に加
え、その他の心身の機能に障害があるため、長期にわたり職業生活に
相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な方が挙げ
られます。また、障害者手帳を有する方に限定されません。
　三障害の定義は、それぞれが関係する法律により規定されています
が、それ以外の障害に一律の定義があるわけではありません。そこで、
まずは定義化されている障害について、その後で、それ以外の障害に
ついて医療の立場から簡単に触れたいと思います。
p.40 難病の定義（１行目～３行目）を以下に差し替え
　障害者雇用促進法における合理的配慮の対象である「障害者」、すな
わち “その他の心身の機能に障害があるため、長期にわたり職業生活
に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者” に、
難病を抱える方が含まれると想定し、本論の主旨とは少しずれますが、
以下に簡単に説明しておきます。
p.44 “合理的”な配慮とは（１行目～４行目）を以下に差し替え
　雇用の場面での合理的配慮というと、職場で働く障害のある人への
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配慮が中心と考えられますが、例えば周囲で共同作業等を行うスタッ
フ等も含めたすべての関係者にとって “ 合理的 ” な配慮でなくてはな
りません。

第３章　就労における課題と合理的配慮についての Q&A
p.74（下から７行目～８行目）を以下に差し替え
……があります。障害者雇用促進法36条の１の規定に基づいて厚生労
働大臣が定めた「障害者差別禁止指針」（第３─14. 法違反とならない
場合）のなかには、「合理的配慮を提供し、……
p.74（下から１行目）～ p.75（１行目）を以下に差し替え
……判断し、その人を採用しても、障害のある人への差別には当たら
ない、ということです。障害の有無……
p.75（下から３行目以降）を以下に差し替え
　こうした基準だけでなく、ユニークな企業理念や考え方によって独
特で良い意味での恣意的な判断がなされ、発達障害のある人を採用す
る企業もあるでしょう。
p.86（下から４行目）～ p.87（10行目まで）を以下に差し替え
　障害者雇用促進法36条の５第１項の規定に基づいて厚生労働大臣
が定めた「合理的配慮指針」や、それに関係する「障害者雇用促進法
に基づく障害者差別禁止・合理的配慮に関するQ＆A（第２版）」それぞ
れにおいて、〈合理的配慮の内容〉の項目の中に留意すべき解説・事例
が挙げられています。また、厚生労働省障害者雇用対策課が、全国の
都道府県労働局・ハローワークを通じて、現在、事業主が取り組んで
いる事例を収集した「合理的配慮指針事例集（第３版）」などの具体例
データ集も公表されています。
　長く働く間に障害の状態が変化し、配慮を講じたけれども、思うよ
うに業務を進めることができなくなるという場合もあります。その状
況は当事者本人にとっても苦痛ですし、最適な就業機会の提供とは言
えません。他にも、業務全体に支障が出たり、周囲の従業員らとの間
で軋轢が生まれるかもしれません。障害のある人にとって困難な状況
が続くのであれば、無理をしてそのまま元の業務を続けるのではなく、
新たな業務や環境を模索することも必要です。その際に気を付けるこ
とは、何をもって「業務を遂行している」と判断するかです。その基
準を明確にしておかないと後で、「できた／できていない」と齟齬が生
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まれて、トラブルの元になるかもしれません。
p.91（６行目～８行目）を以下に差し替え
……しまいます。この例の場合、毎回読み上げを行うことが必要な配
慮となりますが、当事者の成長・熟練度や職場の事情を考慮しながら、
どのように運用していくかも考えないといけないでしょう。
p.93（14行目～ 20行目）を以下に差し替え
　また、障害者雇用促進法36条の５第１項の規定に基づいて厚生労働
大臣が定めた「合理的配慮指針」や、それに関係する「障害者雇用促
進法に基づく障害者差別禁止・合理的配慮に関するQ＆A（第２版）」そ
れぞれにおいて、〈合理的配慮の内容〉の項目に中途障害により業務遂
行が損なわれる場合には、無理をして従前の業務を継続するのではな
く、新たな業務や環境を模索することも必要であるとする解説や事例
が挙げられています。
p.93 ◆過重負担とは？（以下に差し替え）
　事業主は、事業主にとって「過重な負担」となる合理的配慮を提供
する義務は負いません（障害者雇用促進法36条の２～３、「合理的配慮
指針」第５の１）。また、障害のある人の支障となっている事情等を改
善する配慮が複数ある場合には、当事者の意向を十分に尊重したうえ
で、事業主にとってより提供しやすい配慮を講じることも差し支えあ
りません。
　記憶力の弱さなど、障害程度が著しく重い場合には、配慮としてマ
ニュアルや手順書を用意しても、それ自体の存在や書かれた内容をす
ぐに忘れてしまい、一つひとつの手順に対する指示者の合図など直接
的な手助けがあっても業務に取り組めないことがあります。その場合、
障害のある人に代わって周囲の人が仕事をこなすことになれば、当事
者に課された業務上のミッション、職務という本質的な部分が変わっ
てしまうことになります。
　このような状況にある場合には、事業主と当事者の間で、双方協議
のうえ決まった合理的配慮であっても、もう一度協議を重ねながらど
うすべきかを考える必要があります。
　また、配慮があっても障害のある人が本来の力を発揮できず、成果
を出せないでいることもあります。こうした場合には、当事者の能力
よりも、納期や仕様など業務上の制約がその要因になっているかもし
れません。当事者支援のために配置されるマンパワーやコストが限度



5

を超え、つまり事業主にとって想定以上の「過重な負担」となるよう
な配慮の必要性から、現状の体制では十分にサポートできていない場
合もあります。まれに仕事ができない原因を、自身の能力を一切考慮
せず、指導力や配慮の欠如にあるとする一方的な他責思考型の人もい
ます。
p.94 ◆定期的な面談で配慮の過不足を確認（１行目～３行目を以下に
差し替え）
　障害のある人と事業主との間で合理的配慮について協議する場合、
実際の就労状況について職場での様子を見ながら微調整をしていくと
いう進め方を当事者にも説明しておき、初めからあれこれ詰め込みす
ぎないように相互に心掛けることが大事です。

第５章　発達障害のある人の本音と合理的配慮
p.158 合理的配慮について（１行目～６行目）を以下に差し替え
　2016（平成28）年「改正障害者雇用促進法」が施行され、行政機関
や民間企業等の事業者に対して、「障害を理由とした不当な差別的取り
扱いの禁止」と「合理的配慮の提供義務」が課されるようになりまし
た。
p.159（18行目～ 20行目）を以下に差し替え
　障害のある人が求める措置が、事業主にとって「過重な負担」に当
たると判断した場合であっても、その旨を伝えるだけではなく、当事
者と話合いの下、その意向を十分に尊重したうえで、「過重な負担」
にならない範囲で代替的な合理的配慮に係る措置を講ずる必要があり
ます。
p.161 ◎合理的配慮の提供プロセスを記録する（以下に差し替え）
　合理的な配慮の提供プロセスを以下に概説します。まず、①配慮を
必要としている障害のある人の把握・確認を行います。②事業主と障
害のある人との間で話し合いを行い、本人から障害の状況や職場で支
障となっている事項、配慮事項への意向を確認することが必要です。
本人の意向が十分に確認できない場合は、当事者の家族や支援機関の
担当者等から意見を聞きます。③障害のある人の意向を十分に尊重し
たうえで、提供する合理的配慮を決定し、本人に伝えます。双方が合
意し、（左記の例で言えば）席替え等の対応を行うことができればよ
いのですが、何らかの理由ですぐに対応ができない場合にはその理由
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を伝え、代替案を検討します。聴覚過敏により物音が気になるのであ
れば、その軽減のために耳栓等を利用するのも一つの対応策かもしれ
ません。そして、④障害のある人が職場に適応し、有する能力を発揮
するためにも、職場内での意識啓発が必要です。障害の開示と説明に
あたっては、本人の意向を踏まえ、説明内容や説明する対象者の範囲
について、当事者と話し合っておくことが必要です。
　また、お互いの理解に齟齬がないように、話し合いの結果合意した
内容を記録として残すことは、双方の理解と後のトラブルを防止する
ためにも有効です。


